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令和８年（２０２６年）７月７日 

子 ど も 文 教 委 員 会 資 料 

子ども教育部保育園・幼稚園課 

 

（第５５号議案） 

 

中野区保育所保育料等の徴収等に関する条例の一部を改正する条例 

 

中野区保育所保育料等の徴収等に関する条例新旧対照表 

改正案 現行 

第１条～第９条 （略） 第１条～第９条 （略） 

（保育サービスに係る利用者負担額の適

正化のための措置） 

（保育サービスに係る利用者負担額の適

正化のための措置） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の補助に係る児童１人当たりの月

額は、次の各号に掲げる額のうちいずれ

か低い額から、当該児童について法第２

４条第１項に規定する保育所における保

育を行ったならば徴収することとなる保

育料の月額（当該児童の保護者が子ども・

子育て支援法第３０条の４第２号又は第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係る

同法第３０条の５第３項に規定する施設

等利用給付認定保護者（以下単に「施設等

利用給付認定保護者」という。）の場合に

あっては、同法第３０条の１１第１項の

規定により当該施設等利用給付認定保護

者が支給を受けた同項の施設等利用費の

月額）を控除して得た額とする。 

２ 前項の補助に係る児童１人当たりの月

額は、次の各号に掲げる額のうちいずれ

か低い額から、当該児童について法第２

４条第１項に規定する保育所における保

育を行ったならば徴収することとなる保

育料の月額（前項の保護者が子ども・子育

て支援法第３０条の４第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもに係る同法

第３０条の５第３項に規定する施設等利

用給付認定保護者の場合にあっては、同

法第３０条の１１第１項の規定により当

該施設等利用給付認定保護者が支給を受

けた同項の施設等利用費の月額）を控除

して得た額とする。ただし、当該控除して

得た額に１，０００円未満の端数が生じ

たときは、これを切り捨てた額とする。 

⑴ （略） ⑴ （略） 

⑵ 次に掲げる当該児童の保護者の区分

に応じ、それぞれ次に定める額 

⑵ ７０，０００円 

ア 子ども・子育て支援法第３０条の

４第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに係る施設等利用給付認定保護者

 ７３，３００円 

 

イ 子ども・子育て支援法第３０条の

４第３号に掲げる小学校就学前子ど
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もに係る施設等利用給付認定保護者

 ７３，７００円 

ウ ア又はイのいずれにも該当しない

保護者 ７０，０００円 

 

３ （略） ３ （略） 

第１１条 （略） 第１１条 （略） 

附 則 （略） 附 則 （略） 

別表第１～別表第３ （略） 別表第１～別表第３ （略） 

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和８年１０月１日から

施行する。 

 

（経過措置）  

２ 改正後の第１０条第２項の規定は、令

和８年１０月以後の月分の補助について

適用し、同月前の月分の補助については、

なお従前の例による。 

 

 


